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令和 6 年（フ）第 5403 号 
破産者 弁護士法人横山法律事務所 
 

   令和 8 年 3 月 9 日 
東京地方裁判所民事第 20 部特定管財 3 係 御 中 
 

 破産管財人   柴  田  祐  之 
 
 

調 査 報 告 書 
 

第１ 破産管財業務の状況 
１ 主な対応事項 

① 流出資産の返還対応 
② 債権者対応 
③ 債権者情報のデータ整理 
④ 車両換価 

 
 ２ 流出資産の返還対応 

 ⑴ X 社 
前回債権者集会にて報告した、株式会社 X 社（以下「X 社」という。）名義の

預金（129 万 9102 円）については、差押手続を取り、回収を完了した。 
なお、上記差押命令は、X 社の代表取締役（以下「X 社代表者」という。）の

住民票上の住所に送達されたが、破産管財人において同所の現地調査を行った

結果、同所は形式上住民票の住所とされているのみで、X 社代表者の居住の実態

はないことが明らかとなった（実際には海外に居住しているとの情報を得てい

る。）。 
引き続き同代表者を含む当時の X 社の関係者（経理担当者等）の所在調査等

を進めることとする。 
⑵ A 社 

破産者名義の預金口座に係る取引履歴上、同口座から「A」名義の預金口座に

498 万 6825 円が送金されているところ、破産者の社員である横山晃崇（以下「横

山氏」という。）は、同送金の事実も「A」という会社（商号及び住所等）も把握

しておらず、同送金は法的根拠のないまま行われたと疑われるものであった。 
「A」という会社を特定する情報すら手元になかったことから、送金先口座の

存する銀行を照会先として、「A」の届出事項等の回答を求める弁護士会照会を

行い、同銀行からその回答（商号及び住所等）を得て、「A 社」という会社の情

報を取得するに至った。A 社の商業登記情報を取得のうえ、A 社及びその代表取

締役（以下「A 社代表者」という。）に対して上記金員の返還を求める書面を郵

送したところ、A 社に対しては郵便物が届かなかったものの、A 社代表者に対す
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る郵送は奏功した。 
同書面を受領した A 社代表者より当職宛てに連絡があり、A 社代表者と面談

を行った。A 社代表者の供述によれば、知人より X 社代表者を紹介され、その

依頼で A 社の名目上の代表取締役になったということであり、A 社がどのよう

な業務を行っているのか認識しておらず、当職から内容証明郵便が届いてはじ

めてこのような事態になっていることを知ったとのことであった。その他調査

等を行ったものの、現時点では X 社代表者の所在や A 社への送金の経緯等、本

件の核心となる情報を得るには至っておらず、引き続き調査を継続することと

する。 
⑶ B 社 

破産者名義の預金口座に係る取引履歴上、同口座から「B」名義の預金口座に

600 万円が送金されているところ、横山氏は、同送金の事実も「B」という会社

（商号及び住所等）も把握しておらず、同送金は法的根拠なく行われたことが疑

われるものであった。 
「B」という会社を特定する情報すら手元にないことから、当職は、その口座

名義を手掛かりに、同様の商号を使用する会社の商業登記情報を取得し、当該会

社及びその代表取締役に対して上記金員の返還を求める書面を郵送したが、同

郵送は奏功しなかった。 
このため、当職は、同口座の存する銀行を照会先として、「B」の届出事項等の

回答を求める弁護士会照会を行った。しかしながら、同行はその回答を拒否した。 
このように、現状では「B」という会社の特定にも至っていないが、引き続き

同社の情報を得るべく、調査を継続する。 
⑷ C 社 

 破産者名義の預金口座に係る取引履歴上、同口座から「C」名義の預金口座に

900 万円が送金されているところ、上記 A 社らと同様、横山氏は、同送金の事

実も、「C」という会社（商号及び住所等）も把握していなかった。 
「C」という会社を特定する情報すら手元になかったことから、当職は、その

口座名義を手掛かりに、同様の商号を使用する会社の商業登記情報を取得し、当

該会社及びその代表社員に対して上記金員の返還を求める書面を郵送したが、

同郵送は奏功しなかった。 
このため、当職は、当該口座が存する金融機関を照会先として、「C」の届出事

項等の回答を求める弁護士会照会を行い、その回答（商号、代表社員名、住所及

び電話番号等）を得た。 
上記回答による商号、代表社員名及び住所の情報は、商業登記情報と同じであ

ったことから（上記のとおり、同情報による郵送は奏功していない。）、当職は、

電話番号から携帯電話キャリアを調査し、同社を照会先として、C 社の届出事項

等の回答を求める弁護士会照会を行い、その回答（請求先住所等）を得た。 
当職は、上記請求先住所に宛てて上記金員の返還を求める書面を郵送した。同

郵送は奏功したものの、C 社からの反応はない状況である。  
以上のとおり、C 社の情報の特定がされ、また、C 社が誠実に対応しないこと

から、当職は、C 社及びその代表社員を債務者とする支払督促の申立て等の法的
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手続を行うことを検討しており、債務名義を取得し次第、債権回収（財産調査を

含む。）に向け手続を進める予定である。 
⑸ Z 社及び新 Z 社 
 破産者の業務の一部は、破産者からみらいライフ株式会社（以下「みらいライ

フ」という。）、みらいライフから Z 社及び新 Z 社等に順次委託され、これに伴

い、破産者からみらいライフ、みらいライフから新 Z 社及び Z 社等に多額の金

員が流出していたことから、みらいライフは、同金員の返還を求め、Z 社に対す

る不当利得返還請求訴訟（横浜地方裁判所川崎支部。以下「本件訴訟①」という。）

及び新 Z 社に対する不当利得返還請求訴訟（東京地方裁判所。以下「本件訴訟

②」という。）を提起した。 
本件訴訟①は、第 2 回債権者集会（令和 7 年 10 月 21 日開催）後、同年 11 月

28 日、令和 8 年 1 月 27 日及び同年 3 月 3 日の各期日を経て、次回期日は同年

4 月 8 日に指定されている。また、本件訴訟②は、上記債権者集会後、令和 7 年

10 月 30 日、同年 12 月 8 日、令和 8 年 1 月 27 日、同年 2 月 9 日及び同月 26
日の各期日を経て、次回期日は同年 4 月 21 日に指定されている。 

いずれの訴訟も、報酬に関する協議の有無、業務内容及びその問題性を争点と

し、審理を進めている。 
 
 ３ 債権者対応 

ホームページ上の「お問い合わせフォーム」を案内し、寄せられた問い合わせの

うち、破産手続において必要な事項は、問い合わせ事項を一般化し、Q＆A を追加

更新することで回答している。 
 

 ４ 債権者情報のデータ整理 
破産者への事件の依頼者の氏名・住所、破産者が依頼者から受領した金員（着手

金、実費等）等、破産者に残されていた依頼者に関する情報の整理は完了した。な

お、従前破産者は、依頼者とは主に LINE で連絡を取り合っていたため、依頼者

のメールアドレスの情報は破産者に残されていない。本件において破産配当が可

能な状況に至った場合は、破産者の LINE 及び破産管財人ホームページ等を利用

して、メールアドレスの情報を収集する予定である。 
 

５ 車両換価 
 破産者名義の車両が存在していたことから、複数社の見積を取った上で売却し、

換価を完了した。 
 
第２ 今後の進行 

第１の２記載の流出資産の返還対応を中心に管財業務を継続することとする。 
なお、上述のとおり、流出資産の返還の目途が未了であることから、破産配当の

時期・配当率等はもちろん、そもそも破産配当ができるかも含め、現時点では確た

る見通しが立たない状況にある。 
以 上 



（単位：円）

番号 科　　目 簿　価 収　入 備　　考

1 預　金

楽天銀行 － 51,316,151

ＧＭＯあおぞらネット銀行 － 2,437,191

住信ＳＢＩネット銀行 － 9,800,563

ＰａｙＰａｙ銀行 － 863

みずほ銀行 － 546,248

三井住友銀行 － 686,933

興産信用金庫 － 0 未使用口座として令和6年末に強制解約

計 0 64,787,949

2

Ｘ社 300,000,000 1,299,102 預金債権差押　簿価は判決の認容元本額

みらいライフ㈱ － 0

計 300,000,000 1,299,102

3 敷金

エミタス虎ノ門ビル1002 880,000 0 和解

計 880,000 0

4 その他

預金利息 0 109,848

車両売却代金 － 218,000

還付金 － 12,500 自動車税

還付金 － 2,680 裁判所保管金

計 343,028

300,880,000 66,430,079

－ 3,985,214

－ 70,415,293

番号 金　額 備　　考

1 415,991 通信費、銀行取引明細取得費用等

2 35,500

3 1,558,374

4 2,064,040 預金調査及び税務申告費用

5 295,185

6 996,198

7 2,605

8 250,433

5,618,326

差引残高 金64,796,967円

　公租公課

【交付要求分】

令和6年度法人税 165,819

令和6年度地方法人税 16,775

令和6年度源泉所得税等 823,440

川崎市 市民税等特別徴収 151,734

中野区 区民税等特別徴収 39,000

東京都水道局 下水道料金 7,700

日本年金機構　健康保険料等 4,551,968

さいたま市 市県民税等特別徴収 96,966

港都税事務所　法人事業税等 137,700

計 5,991,102 円

【申告分】
令和5年度 法人税 29,281,900

          地方法人税 3,015,900

          法人事業税 9,430,600

          特別法人事業税 3,265,200

          法人都民税 3,115,200

          消費税 12,873,700

令和6年度 法人税 0
          消費税 0

計 60,982,500 円

公租公課 合計 66,973,602 円

資料保管費用

【資産及び収入の部】

資　産　合　計

破産申立予納金

財　団　合　計

科　　目

事務費

損害賠償金

弁護士会照会回答手数料

事務所明渡費用（不要物撤去処分等）

合計　

【支　出　の　部】

ＨＰ制作・更新等費用

データ整理等費用

令和7年度自動車税（港都税事務所）

公認会計士・税理士費用

令和6年（フ）第5403号

破　産　者　弁護士法人横山法律事務所

破産管財人　柴  田  祐  之

財産目録及び収支計算書

　　　　　　　資産(簿価)部分　開始決定日（令和7年1月10日）現在

　　　　　　　収支計算部分　  開始決定日～令和7年3月9日



 
 

令和 6 年（フ）第 5404 号 
破産者  横  山  晃  崇 

令和 8 年 3 月 9 日 
 
東京地方裁判所民事第 20 部特定管財 3 係 御 中 
 

破産管財人   柴  田  祐  之 
 
 

調 査 報 告 書 
 
第１ 破産管財業務の状況 

１ 財産分与 

破産者と元配偶者との間における離婚に伴う財産分与について、否認該当行為であること

を前提に、元配偶者の代理人との間で、下記 2 の会員権の件も含め解決に向けた協議を行っ

ている。 
２ 会員権 

破産者が保有する会員権（アウラニ・ディズニー・バケーション・クラブ）については、

破産者及び元配偶者の共有名義であることが判明したことから、上記 1 の財産分与の件とと

もに元配偶者側と協議のうえ換価手続を進めることとする。 
３ 出資金 

破産者が東京都弁護士協同組合を脱退したことを受けて、同組合から出資持分相当額（2
万 6664 円）の返還を受けた。 

４ 破産者の事務所運営及び事件受任手続の問題性等についての調査 
   調査中である。 
 
第２ 今後の進行 

資産の換価回収及び調査が未了であることから、本破産手続を続行する。 
以 上 



（単位：円）

番号 科　　目 簿　価 収　入 備　　考

1 預　金

三菱ＵＦＪ銀行 － 507,505

ＰａｙＰａｙ銀行 － 1,060

興産信用金庫 － 1,346

ソニー銀行 － 316,343

みずほ銀行 － 30,076

ＳＢＪ銀行 － 350

ＧＭＯあおぞらネット銀行 － 861

三井住友銀行 － 486

東日本銀行 － 1,104

ゆうちょ銀行 － 9

計 0 859,140

2 保険

メットライフ生命 － 752,987 解約返戻金

計 0 752,987

3 有価証券等
ディズニー・バケーション・クラブ 会員権 － 換価手続中

計 0 0

4 出資金
東京都弁護士協同組合 － 26,664

計 0 26,664

5 その他

預金利息 － 8,583

計 0 8,583

0 1,647,374

－ 3,985,214

－ 5,632,588

番号 金　額 備　　考

1 29,215 通信費等

29,215

差引残高 金5,603,373円

公租公課

【交付要求分】

川崎市令和6年度固定資産税、住民税 551,738 円

計 551,738 円

令和6年（フ）第5404号

破　産　者　横　山　晃　崇

破産管財人　柴  田  祐  之

財産目録及び収支計算書

　　　　　資産(簿価)部分　開始決定日（令和7年1月10日）現在

　　　　　収支計算部分　　開始決定日～令和8年3月9日

事務費

資産及び収入の部

資　産　合　計

破産申立予納金

財　団　合　計

科　　目

合計　

支　出　の　部
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